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Synopsis: 

Background and Objective. Material recycling of waste plastics is generally categorized into “closed-loop 
recycling”, where waste plastic products are recycled into resin material used for the same kind of products,  
and “open-loop recycling”, where waste plastic products are recycled into resin material used for other kinds 
of products.  When life-cycle assessment （LCA） is applied to evaluate material recycling of waste plastics, a 
crucial factor is what material is actually substituted by recycled material from the investigated products: （i） 
virgin material, （ii） recycled material from other kinds of products, or （iii） no material at all in case recycled 
material is used for functions that would otherwise not be generated.  The mix of materials （i）-（iii） substituted 
by an increased outflow of recycled material depends on how the market reacts to it.  In this study, the 
methodology of LCA for closed-loop and open-loop recycling of waste plastics was summarized according to 
the substituted materials （i）-（iii） in terms of simplified system boundaries, and then a framework of LCA for 
material recycling of waste plastics based on market substitutability were presented.  The framework was 
applied to a case study of material recycling of post-consumer polyethylene terephthalate （PET） bottles.
Results and Discussion. The mixed share of substituted materials （i）-（iii） affected by an increased outflow of 
closed-loop or open-loop recycled material was formulated on the basis of the price elasticity of supply of and 
demand for recycled and virgin materials.  The results of the case study showed that the share of open-loop 
recycled material which substitutes no material depended on the price elasticity of supply of and demand for 
non-bottle grade PET resin, and as a result, CO2 emission and fossil resource consumption of open-loop 
recycling could be larger than those of closed-loop recycling and incineration of post-consumer PET bottles.  In 
addition, the uncertainty regarding the final products of open-loop recycling for which recycled PET resin 
were used could be important for the results of LCA based on market substitutability.
Conclusions. The essential difference between closed-loop and open-loop recycling in the framework of LCA 
based on market substitutability lies in whether the demand for the whole material including recycled and 
virgin material is increased or not with an increase in the outflow of recycled material.  If the demand for the 
material can be assumed to be constant against an increase in the outflow of closed-loop recycled material,  
closed-loop recycling which substitutes virgin material of the same kind has advantage over open-loop 
recycling which possibly substitutes no materials.
Keywords: Closed-loop Recycling; Market Substitutability; Open-loop Recycling; Post-consumer PET Bottle;  
Price Elasticity
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1.  はじめに

　より、環境負荷排出や資源消費の少ない循環型社会の構
築を目指して、廃プラスチックのリサイクルが推進されて
いる。プラスチックリサイクルは、それによって得られる
製品やサービスの用途によって、樹脂原料を用途とする

「マテリアルリサイクル」、他の原料を用途とする「フィー
ドストックリサイクル」、熱や電力を用途とする「エネル
ギー回収」に分類される。さらに、マテリアルリサイク
ル脚注1）は、元の用途の樹脂原料として再生利用される「水
平リサイクル」と、他の用途の樹脂原料として再生利用さ
れる「カスケードリサイクル」に分類され、それぞれ「ク
ローズドループ」「オープンループ」のリサイクルとも呼
ばれる（以下では、それぞれ「クローズドリサイクル」「オー
プンリサイクル」と記す）。それらの環境負荷排出や資源
消費の削減効果を測る役割が、ライフサイクル評価（LCA）
に期待されている。（森口2005, 藤井他2008）
　藤井他（2007, 2008）は、マテリアルリサイクルのLCA
による評価方法について、特に機能単位の一致に重点を置
いて整理しており、同じ製品のクローズドリサイクルと
オープンリサイクルの比較においては、クローズドリサイ
クルにおける繰り返しリサイクル回数によらず、それぞれ
リサイクル1回当たりの効果を比較すればよいことが示さ
れている。オープンリサイクルの場合は、評価対象である
製品のライフサイクルに加えて、そのリサイクルによって
影響を受ける他の製品のライフサイクルを含むようにシス
テ ム を 拡 張 す る 必 要 が あ る（Ekvall and Weidema 
2004）脚注2）。これまでのシステム拡張による評価事例の
多くでは、暗黙的に新規原料生産がリサイクルによって代
替されるものと設定されてきたが、図1に示したように、
マテリアルリサイクルによって代替されるのは、①新規原
料の生産とは限らず、②他の製品からリサイクルされた再
生原料を代替する場合もあり、オープンリサイクルについ
ては、③そもそも需要が存在しなかった新たな機能が産出
される可能性もある（Fletcher and Mackay 1996, Ekvall 
and Finnveden 2001, 藤井他2008）。実際にはマテリアル
リサイクルによる影響は①～③の混合であり、その構成比
は再生原料の生産量の増加に対する市場の反応に依存して
いる（Ekvall and Finnveden 2001）。
　マテリアルリサイクルをLCAによって評価する際には、
それによって何が代替されるかが評価結果を決定付ける重
要な要因であることは、これまでにも指摘されてきた

（Ekvall and Finnveden 2001, Bjorklund and Finnveden 
2005）。Ekvall（2000）は、再生原料の需要と供給の価格弾
力性を用いて、市場ベースでリサイクルによって影響を受
けるプロセス（代替される原料）を特定するconsequential 
LCAのモデルを提案しており、それを単純化した方法が

Ekvall and Weidema（2004）によって示されている。また
Frees（2008）は、このモデルをアルミニウムリサイクルに
適用し、この場合、代替されるのは新規アルミニウムであ
ると特定している。Ekvall（2000）およびEkvall and 
Weidema（2004）のモデルでは、再生原料と新規原料を合
わせた原料全体の需要量は一定と仮定し、再生原料は同種
類の新規原料または再生原料のみを代替すると単純化して
いるため、上記の①～③のうち③の場合は考慮されていな
いが、このモデルを発展させることで、①～③の全ての場
合を考慮したリサイクルの評価の枠組みとすることが可能
である。
　使用済ペットボトルのリサイクルには、フレーク化やペ
レット化脚注3）によって再生ポリエチレンテレフタレート

（PET）樹脂を繊維製品やシート製品の原料として用いる
オープンリサイクルに加えて、ポリエステル原料化***に
よって再生PET樹脂を食品用ペットボトルの原料とする

「ボトルtoボトル」のクローズドリサイクルがある。ポス
トコンシューマ品のプラスチックでクローズドリサイクル
が実用化されている数少ない事例であるものの、処理コス
トの高さから、近年は原料となる使用済ペットボトルの調
達が困難となっており、クローズドリサイクルの先行きは
不透明である（中谷2010）。また、クローズドリサイクル
の方が「循環型社会」の理念に沿っているという主張がな
される一方で、LCAの評価事例（中谷他2008, Nakatani et 
al. 2010）は、プロセスへ投入されるエネルギーが少ない
オープンリサイクルの方が、二酸化炭素（CO2）排出や化
石資源消費の観点でも有利であることを示している。ただ
し、この評価事例では、クローズドリサイクルおよびオー
プンリサイクルにおいて再生樹脂は同じ種類かつ同量の新
規樹脂を代替するものと仮定しており、上記の②③の場合
は検討されておらず、クローズドリサイクルとオープンリ
サイクルの再評価が求められている。他にも国内における
使用済ペットボトルのマテリアルリサイクルをLCAに
よって評価した事例は多く（福島・平尾1998, Tokai and 

脚 注 1）　本稿では、使用済ペットボトルの「ボトル to ボトル」のように「ケ
ミカルリサイクル」と呼ばれるリサイクル手法を含め、プラスチック
の原料として再生利用されるリサイクル手法を、広義の「マテリアル
リサイクル」と定義し（森口 2005）、検討の対象としている。

脚 注 2）　こうした、システムから出力される機能が及ぼす環境負荷
や資源消費への影響（帰結）を評価する方法は、環境負荷や資源消
費への寄与分を機能に帰属させる“attributional LCA”と区別し
て、“consequential LCA”と呼ばれており、システム拡張によって
アロケーション（配分）が回避される（Ekvall and Weidema 2004, 
Thomassen et al. 2008）。

脚 注 3）　ペットボトルリサイクルに関しては、フレーク化やペレット化
のみを指して「マテリアルリサイクル」と呼び、ポリエステル原料化
を「ケミカルリサイクル」と呼ぶことが一般的であるが、前述したよ
うに、本稿では両者を含めて広義の「マテリアルリサイクル」として
いる。
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Furuichi 2000, 安田2001, 和田他2004, 平尾2005, 松田・久
保田2008）、国外におけるペットボトルリサイクルの評価
事例や（Arena et al. 2003, Perugini et al. 2005, Romero-
Hernandez et al. 2009）、その他の廃プラスチックのマテ
リアルリサイクルの評価事例も存在するが（Molgaard 
1995, Craighill and Powell 1996, Eriksson et al. 2005, 
Finnveden et al. 2005）、再生樹脂が木材を代替する場合
を評価した事例（Molgaard 1995）を除き、いずれも再生
樹脂が同じ種類の新規樹脂を代替する場合以外は検討され
ていない。
　本稿では、まず廃プラスチックのクローズドリサイクル
およびオープンリサイクルのLCAによる評価方法を、簡
潔なシステム境界の設定という観点から、リサイクルと新
規生産の代替関係別に整理した。その上で、Ekvall（2000）
によって提案されている市場ベースのconsequential LCA
の概念モデルを基礎として、再生原料や新規原料の需要と
供給の価格弾力性に基づいて、マテリアルリサイクルによ
る影響を上記の①～③の構成比として定式化し、リサイク
ルと新規生産の代替関係別のシステム境界と組み合わせて、
マテリアルリサイクルの市場代替性に基づくLCAの枠組
みを示した。さらに、この枠組みを使用済ペットボトルの
リサイクルに関する評価事例（中谷他2008）に適用して、
クローズドリサイクルおよびオープンリサイクルによる
CO2排出量および化石資源消費量を市場代替性に基づいて
評価した。

2.  マテリアルリサイクルの代替関係別のシステム境界

　プラスチックのクローズドリサイクルでは、再生原料は
元の製品と同じ用途の原料として利用されるのに対して、
オープンリサイクルでは、再生原料は他の用途の原料とし
て利用される。ここでは、評価対象である製品（以下では、

「製品P」とする）と、そのリサイクルによって影響を受

ける他の製品（同様に、「製品Q」とする）のライフサイ
クル全てを含んだシステム境界と、クローズドリサイクル
およびオープンリサイクルと廃棄の比較という観点から必
要十分なプロセスのみを含んだシステム境界を示すことで、
リサイクルの効果に焦点を当てた簡潔なシステム境界の設
定という観点から、クローズドリサイクルとオープンリサ
イクルのLCAによる評価方法を、リサイクルと新規生産
の代替関係別に整理する。

（1）マテリアルリサイクルが新規原料生産を代替する場合
　まず、クローズドリサイクルおよびオープンリサイクル
による再生原料が、新規原料を代替する場合について述べ
る。それぞれの具体例としては、使用済ペットボトルのポ
リエステル原料化による再生PET樹脂がボトル用の新規
PET樹脂を代替する場合、フレーク化による再生PET樹
脂が繊維用の新規PET樹脂を代替する場合などが考えら
れる。
　比較の対象として、図2の左側に示す、製品のライフサ
イクル全てを含んだ3つのシステムを設定した。それぞれは、
クローズド①A：製品Pのクローズドリサイクルによって
製品Pが生産されるシステム、オープン①A：製品Pのオー
プンリサイクルによって製品Qが生産され、製品Qの新規
生産が代替されるシステム、廃棄A：製品Pの新規生産の後、
リサイクルせずに廃棄されるシステムである。オープン①
Aのシステムにおいて新規生産される製品Qのライフサイ
クルを控除することによって、製品Pの使用量が1、製品
Qの使用量が差し引き0となるようにして機能を一致させ
ている。図中の記号の意味は、それぞれ以下のとおりであ
る。
　α  ：  使用済製品Pから再生原料Mへのクローズドリサイ

クルの歩留（使用済製品の投 入量に対する再生原
料の産出量の比）

図1　マテリアルリサイクルによって代替される原料と新たに産出される機能
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　β  ：  使用済製品Pから再生原料Nへのオープンリサイク
ルの歩留

　p	：  原料Mから製品Pへの加工の歩留（原料の投入量に
対する製品の産出量の比）

　q	：  原料Nから製品Qへの加工の歩留
　次に、3つのシステムの比較のために必要十分なプロセ
スという観点から、システム境界の中で相殺し合うプロセ
スを削除するとともに、3つのシステムに共通する製品P
の単位量の新規生産・加工・使用のプロセスを各システム
から控除すると、各システムはそれぞれクローズド①B、
オープン①B、廃棄B（図2の右側）に書き換えられる。ク
ローズド①Aのシステムにおいては、原料Mの新規生産
量が1/p−αであったところから、製品Pの単位量に相当す
る原料Mの1/pの新規生産を控除したため、クローズド①
Bのシステムでは原料Mの新規生産量は−αとなっている。
　クローズド①B、オープン①B、廃棄Bのシステムから
分かるとおり、クローズドリサイクルについては使用済製
品Pから再生原料Mの生産までのプロセスと原料Mの新
規生産、オープンリサイクルについては使用済製品Pから
再生原料Nの生産までのプロセスと、原料Nの新規生産を
評価すれば、クローズドリサイクルおよびオープンリサイ
クルと廃棄の比較という観点からは必要十分であることが
分かる。
　ここで、オープンリサイクルによる再生原料が、他種類
の原料を代替する場合（例えば、プラスチック製容器包装
のリサイクルによる再生樹脂がパレットの原料として利用
され、パレットの原料に用いられていた木材を代替する場
合など）が考えられる。この場合は、原料の量的・質的な
差異が製品の加工・使用・廃棄プロセスに影響を与える可

能性があるため、これらのプロセスを控除せずに、使用済
製品Pから再生原料Nを用いた製品Qの加工・使用・廃棄
までのプロセスと、他種原料の新規生産から製品Qと同量
の機能を持つ製品Q’の加工・使用・廃棄までのプロセス
を評価する必要がある。

（2）マテリアルリサイクルが他製品のリサイクルを代替す
る場合
　次に、クローズドリサイクルおよびオープンリサイクル
による再生原料が、他の製品からリサイクルされた同じ種
類の再生原料を代替する場合について述べる。後者の具体
例としては、使用済ペットボトルのフレーク化による再生
PET樹脂が、ポリエステル繊維のリサイクルによる再生
PET樹脂を代替する場合などが考えられる。前者の具体
例としては、実用化はされていないものの、技術的には繊
維のポリエステル原料化によるボトル用PET樹脂へのリ
サイクルも可能であり（平尾2005）、こうしたリサイクル
が使用済ペットボトルのポリエステル原料化によるボトル
用PET樹脂によって代替される場合などが考えられる。
　比較の対象として、図3の左側に示す3つのシステムを
設定した。それぞれは、クローズド②A：評価対象である
製品Pのクローズドリサイクルによって製品Pが生産され、
製品Rのリサイクルによる製品Pの生産が代替されるシス
テム、オープン②A：製品Pのオープンリサイクルによっ
て製品Qが生産され、製品Rのリサイクルによる製品Qの
生産が代替されるシステム、廃棄A：製品Pの新規生産の後、
リサイクルせずに廃棄するシステム（図2と共通）である。
図2と同様に、製品Pの使用量が1、製品Qおよび製品Rの
使用量が差し引き0となるようにして機能を一致させてい
る。ただし、製品Pのリサイクルによる影響で製品Rが製

図2　クローズドリサイクルとオープンリサイクルのシステム境界（マテリアルリサイクルが新規原料生産を代替する場合）
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品Qにリサイクルされなくなったとき、その製品Rは廃棄
されるものとした。図中の記号の意味は、それぞれ以下の
とおりである。
　α ’ ： 使用済製品Rから再生原料Mへのリサイクルの歩留
　β ’ ： 使用済製品Rから再生原料Nへのリサイクルの歩留
　r ： 新規原料Lから製品Rへの加工の歩留
　図2と同様に、相殺し合うプロセスを削除し、共通する
製品Pの新規生産・加工・使用のプロセスを控除すること
で、各システムはそれぞれクローズド②B、オープン②B、
廃棄B（図3の右側）に書き換えられる。クローズド②Bの
システムから分かるとおり、クローズドリサイクルの場合、
使用済製品Pから再生原料Mの生産までのプロセスと、使
用済製品Rから再生原料Mの生産までのプロセスに加え、
使用済製品Rの廃棄プロセスを評価する必要がある。同様
に、オープン②Bのシステムから分かるとおり、オープン
リサイクルの場合、使用済製品Pから再生原料Nの生産ま
でのプロセスと、使用済製品Rから再生原料Nの生産まで
のプロセスに加え、使用済製品Rの廃棄プロセスを評価す
る必要がある。

（3）オープンリサイクルが新たな機能を産出する場合
　最後に、そもそも需要が存在しなかった新たな機能が
オープンリサイクルによって産出された結果、原料の需要

量が増加する場合について述べる。このとき、オープンリ
サイクルは何も代替していないと見なされる。具体例とし
て、使用済ペットボトルのフレーク化による再生PET樹
脂を原料としたポリエステル短繊維が生産・使用されたも
のの、元から存在していた短繊維の需要量には変化がなく、
結果として再生樹脂を含む繊維用PET樹脂全体の需要量
が増加する場合などが考えられる。
　比較の対象として、図4の左側に示す3つのシステムを
設定した。クローズド①Aおよび廃棄Aは図2と共通であり、
オープン③Aのシステムでは、製品Pのオープンリサイク
ルによって製品Qが生産されているが、それによって影響
を受けるプロセスはない。製品Pの使用量は1で一致して
いるが、オープン③Aのシステムでは製品Qも生産・使用
されているため、他のシステムよりも機能が増加している
ことに注意が必要である。
　図2と同様に、共通する製品Pの新規生産・加工・使用
のプロセスを控除することで、各システムはそれぞれク
ローズド①B、オープン③B、廃棄B（図4の右側）に書き
換えられる。新たな機能が産出される場合、オープン③B
のシステムから分かるとおり、使用済製品Pから再生原料
Nを用いた製品Qの加工・使用・廃棄までのプロセスを控
除せずに、これらのプロセスも評価する必要がある。

図3　クローズドリサイクルとオープンリサイクルのシステム境界（マテリアルリサイクルが他製品のリサイクルを代替する場合）
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3.  マテリアルリサイクルの市場代替性に基づく評価の枠

組み

3.1  マテリアルリサイクルによる影響の構成比の定式化

　ここでは、廃プラスチックのマテリアルリサイクルによ
る影響を、1. で述べた①～③の構成比として定式化する。
すなわち、1 kgの廃プラスチックをマテリアルリサイク
ルしたときに、①新規原料の生産量が何kg減少して、②
他製品のリサイクル目的の回収量が何kg減少して、③原
料の需要量が何kg増加するか、再生原料や新規原料の需
要と供給の価格弾力性に基づいて推定する。
　評価対象である製品Pのクローズドリサイクルおよび
オープンリサイクルについて、Ekvall（2000）によって提
案された市場ベースのconsequential LCAの概念モデルを
基礎として、図5に示したモデルを考える。図中の記号の
意味は、以下のとおりである。
　X ： 使用済製品Pのリサイクル目的の回収量
　W ： 使用済製品Rのリサイクル目的の回収量
　Y	： 原料Mにリサイクルされる使用済製品の量
　Z ： 原料Nにリサイクルされる使用済製品の量
　Y’ ： 再生原料Mの供給量（ = αY	）
　Z’ ： 再生原料Nの供給量（ = βZ	）
　α  ：  使用済製品Pから再生原料Mへのクローズドリサイ

クルの歩留
　β  ：  使用済製品Pから再生原料Nへのオープンリサイク

ルの歩留
　S, T	： 新規原料MおよびNの供給量
　D, E	： 原料MおよびNの需要量
　V ： 使用済製品の価格
　VM, VN ：原料MおよびNの価格
　再生原料MまたはNへのリサイクル目的で回収された
使用済製品Pは、同じくリサイクル目的で回収された他の
使用済製品Rと競合しており、使用済製品のリサイクルに

よる再生原料MおよびNは、それぞれ新規原料Mおよび
Nと競合している。再生原料Nの供給量Z’が増加すると

（ 0>′∆Z ）、原料Nの市場が十分に自由である場合、その
価格が低下し（ 0<∆Q ）、それに刺激されて原料Nの需要
量が増加するか（ 0>∆E ）、原料Nの生産の利益が下がって、
新規原料Nの生産量が減少する（ 0<∆T ）。どのくらい需
要量が増加して、どのくらい新規原料の生産量が減少する
かは、原料の利用者や生産者の価格変化への反応に依存す
る。原料Mについても同様であるが、本稿においては、
評価対象である製品Pの需要量は一定と考え、その原料M
の需要量Dも一定とする（ 0=∆D ）。
　まず、原料Mの供給量の変化と需要量の変化の関係は 

（1） 式、原料Nの供給量の変化と需要量の変化の関係は 
（2） 式のように定式化される。Yの変化に対するSの変化量、
Zの変化に対するT、Eの変化量は、新規原料Nの供給の
価格弾力性 Tη （価格の変化割合に対する供給量の変化割
合の比）、原料Nの需要の価格弾力性 Eη （価格の変化割合
に対する需要量の変化割合の比）を用いて、付録に示した 

（12）～（16） 式のように定式化される。
 DSYSY ∆=∆+∆=∆+′∆ α  （1）
 ETZTZ ∆=∆+∆=∆+′∆ β  （2）
　以下では、使用済製品Pの回収量の変化分ΔXを、（1） 

図4　クローズドリサイクルとオープンリサイクルのシステム境界（オープンリサイクルが新たな機能を産出する場合）

図5　クローズドリサイクルとオープンリサイクルのモデル
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クローズドリサイクルした場合、（2） オープンリサイクル
した場合について、新規原料MおよびNの供給量、原料N
の需要量、他の使用済製品Rの回収量、それぞれの変化を
ΔXによって定式化する。

（1）クローズドリサイクルした場合
　使用済製品PをΔXだけ再生原料Mへクローズドリサイ
クルした場合、使用済製品のリサイクル目的の回収量とリ
サイクルされる量の関係は、再生原料Nへのリサイクルへ
の影響が無視できる（ 0≈∆Z ）と仮定すると、次式のよう
に定式化される。ここで、使用済製品Pおよび使用済製品
Rから再生原料Mへのリサイクルの歩留α , α ’（図3参照）
の比として、補正係数e（ αα′= ）を置いた。
 YWeX ∆=∆+∆  （3）
　このとき、W、Yの変化量、新規原料Mの供給量の変化
ΔSは、それぞれ付録に示した（19）～（21）式のように
定式化される。以上より、使用済製品Pの回収量の変化分
ΔXのうち、クローズドリサイクルの①と②の構成比は、
リサイクルの歩留a や補正係数eによって新規原料や他製
品の量を使用済製品Pの量に換算することで、以下のよう
に定式化される（これらを加えるとΔXになる）。
① 新規原料生産を代替するクローズドリサイクル：

 X
WeY

YS

WY

Y ∆⋅
−

≈
∆

−
ηη

η
α  （4）

② 他製品のリサイクルを代替するクローズドリサイクル：

 X
WeY

WeWe
WY

W ∆⋅
−

−≈∆−
ηη

η
 （5）

（2）オープンリサイクルした場合
　同様に、使用済製品PをΔXだけ再生原料Nへオープン
リサイクルした場合、使用済製品のリサイクル目的の回収
量とリサイクルされる量の関係は、再生原料Mへのリサ
イクルへの影響が無視できる（ 0≈∆Y ）と仮定すると、次
式のように定式化される。ここで、使用済製品Pおよび使
用済製品Rから再生原料Nへのリサイクルの歩留β , β ’（図3
参照）の比として、補正係数e（ ββ′= ）を置いた。
 ZWeX ∆=∆+∆  （6）
　このとき、W、Zの変化量、新規原料Nの供給量の変化
ΔTおよび原料Nの需要量の変化ΔEは、それぞれ付録に示
した（24）～（26）式のように定式化される。以上より、
使用済製品Pの回収量の変化分ΔXのうち、オープンリサ
イクルの①～③の構成比は、リサイクルの歩留βや補正係
数eによって新規原料や他製品の量を使用済製品Pの量に
換算することで、以下のように定式化される（これらを全
て加えるとΔXになる）。
① 新規原料生産を代替するオープンリサイクル：

 ( )( ) X
WeZTE

ZTT

WZTE

ZT ∆⋅
−−

⋅
−≈

∆
−

ηηηη
ηη

β  （7）

② 他製品のリサイクルを代替するオープンリサイクル：

 X
WeZ

WeWe
WZ

W ∆⋅
−

−≈∆−
ηη

η
 （8）

③ 新たな機能を産出するオープンリサイクル：

 ( )( ) X
WeZTE

ZEE

WZTE

ZE ∆⋅
−−

⋅
≈

∆
ηηηη

ηη
β  （9）

3.2  代替関係別のシステム境界と影響の構成比を用いた評

価方法

　ここでは、2. で設定したリサイクルと新規生産の代替関
係別のシステム境界と、3.1. で定式化したマテリアルリサ
イクルによる影響の構成比を用いたLCAの方法を提示す
る。
　前述したように、クローズド①B、②B、オープン①B、
②B、③B、廃棄Bの各システム（図2 ～図4の右側）は、
いずれも機能単位は使用済製品Pの単位量のリサイクルま
たは廃棄となっている。ただし、オープン③Bでは製品Q
が生産・使用されていることから、他のシステムよりも機
能が増加していることに注意が必要である。
　クローズド①B、②Bとオープン①B、②B、③Bの各
システムは、それぞれクローズドリサイクルの①②とオー
プンリサイクルの①～③に対応している。それぞれの構成
比を用いて各システムのLCAの評価結果の加重平均をと
ることで、使用済製品PをΔXだけ （1） クローズドリサイ
クルした場合、（2） オープンリサイクルした場合の環境負
荷排出や資源消費が、それぞれ以下のように計算される。

（1） クローズドリサイクルした場合：
［クローズド①B］×（4）式＋［クローズド②B］×（5）式
 （10）

（2） オープンリサイクルした場合：
［オープン①B］×（7）式＋［オープン②B］×（8）式＋［オープン③B］×（9）式
 （11）
　これらを、廃棄Bのシステムの評価結果（使用済製品P
のΔXの廃棄による環境負荷排出や資源消費）と比較する
ことで、マテリアルリサイクルによる環境負荷排出や資源
消費の削減効果を、市場代替性に基づいて測ることができ
る。

4.  ペットボトルリサイクルのケーススタディ

　以上で示した、マテリアルリサイクルの市場代替性に基
づくLCAの枠組みを、使用済ペットボトルのリサイクル
に関する評価事例（中谷他2008）に適用して、クローズ
ドリサイクルおよびオープンリサイクルによるCO2排出量
および化石資源消費量を評価する。
　使用済ペットボトルのリサイクルは、フレーク化やペ
レット化による再生PET樹脂を繊維製品やシート製品の
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原料として用いるオープンリサイクルに加えて、ポリエス
テル原料化による再生PET樹脂を食品用ペットボトルの
原料とする「ボトルtoボトル」のクローズドリサイクル
が実用化されている（PETボトルリサイクル推進協議会
2009）。2008年度において、容器包装リサイクル法の指定
ペットボトル（清涼飲料、酒類、醤油、乳飲料等）の販売
量571千tのうち、国内でリサイクルされる使用済ペット
ボトルの回収量は245千tであり、2008年度はクローズド
リサイクルによる再生樹脂の利用はなく、オープンリサイ
クルについては192千tと推計されている（図6）。
　中谷他（2008）は、使用済ペットボトルの国内および日
中間リサイクルと廃棄について10シナリオを設定し、CO2

排出量および化石資源消費量をLCAによって評価している。
これらの評価シナリオの中には、ポリエステル原料化によ
るボトル用PET樹脂へのクローズドリサイクルと、フレー
ク化によるポリエステル短繊維または衣料へのオープンリ
サイクルが含まれている。機能単位は使用済ペットボトル
1 kgのリサイクルまたは廃棄であり、リサイクルによっ
て得られた再生原料または再生製品が新規原料または新規
製品を代替したと見なせるまでを評価範囲としている。た
だし、クローズドリサイクルおよびオープンリサイクルに

おいて再生樹脂は、①新規樹脂を代替するものと仮定され
ており、②他製品からリサイクルされた再生原料を代替す
る場合、③新たな機能を産出する場合については検討され
ていない。
　中谷他（2008）の10シナリオの中から、クローズドリ
サイクルについて1シナリオ（国内CRシナリオA）、オー
プンリサイクルについて2シナリオ（国内MRシナリオA・
C）、廃棄について1シナリオ（焼却発電シナリオ）を抽出
した。
・国内CRシナリオA：  ポリエステル原料化によってPTA

からボトル用PET樹脂にリサイク
ル

・国内MRシナリオA：  フレーク化を経てポリエステル短
繊維にリサイクル

・国内MRシナリオC：  フレーク化を経てリサイクルされ
た短繊維からポリエステル製の衣
料を製造

・焼却発電シナリオ：  可燃ごみとして混合収集して発電
効率10%の条件下で焼却処理

　各シナリオにおける使用済ペットボトル1 kg当たりの
CO2排出量および化石資源消費量の評価結果は、表1に示
したとおりである。国内CRシナリオAの「再生樹脂・製
品製造＋新規樹脂・製品製造」の評価範囲は、図2のクロー
ズド①Bのシステムと一致している。同様に、国内MRシ
ナリオA・Cの「再生樹脂・製品製造＋新規樹脂・製品製造」
はオープン①Bのシステム、 焼却発電シナリオの「廃棄」
は廃棄Bのシステムに一致している。また、製品の使用に
よるCO2排出量や化石資源消費量はないものとして、製品
の廃棄によるCO2排出量を製品の燃焼によるCO2排出量で
代用すると、国内MRシナリオA・Cの「再生樹脂・製品
製造＋再生製品燃焼」の評価範囲は、図4のオープン③B
のシステムに一致する。国内MRシナリオAと国内MRシ
ナリオCの差異は、再生PET樹脂の最終用途が、短繊維
を紡績せずに利用する中綿のような用途か、短繊維を衣料
まで加工するかの違いである。図6　使用済ペットボトルのリサイクルフロー（2008年度）

CO2排出量 ［kg/kg-使用済ボトル］ 化石資源消費量 ［MJ/kg-使用済ボトル］
国内MR A 国内MR C 国内CR A 焼却発電 国内MR A 国内MR C 国内CR A 焼却発電

再生樹脂・製品製造 0.81 9.65 2.35 - 10.5 129.3 26.3 -
再生製品燃焼 1.61 1.1 1.77 - - - - -
廃棄 - - - 1.96 - - - -3.1
新規樹脂・製品製造 -1.75 -10.58 -1.56 - -45.9 -164.7 -52.3 -
新規製品燃焼 -1.61 -1.1 -1.77 - - - - -
計 -0.94 -0.94 0.79 1.96 -35.4 -35.4 -26 -3.1
出典） 中谷他（2008）．

表1　使用済ペットボトルのリサイクルと廃棄によるCO2排出量および化石資源消費量



Journal of Life Cycle Assessment, Japan

9Vol.7  No.1  January 2011

　ここで、国内におけるオープンリサイクルによる再生
PET樹脂の用途は、2008年度において繊維製品が約46%、
シート製品が約50%、成形品などが約4%とされているが

（PETボトルリサイクル推進協議会2009）、あらゆる最終
用途について評価するためのデータが現時点では十分でな
い。そこで、最終用途が短繊維（国内MRシナリオA）の
ときを、加工の程度が最も低く「再生樹脂・製品製造＋再
生製品燃焼」のCO2排出量および化石資源消費量が最も小
さいオープンリサイクルの下限、最終用途が衣料（国内
MRシナリオC）のときを、加工の程度が最も高く「再生
樹脂・製品製造＋再生製品燃焼」のCO2排出量および化石
資源消費量が最も大きいオープンリサイクルの上限と仮定
して、オープンリサイクルした場合のCO2排出量および化
石資源消費量は、これらの間の範囲に存在するものと考え
た。
　次に、図5のモデル中に示された物量を、図6および
PETボトルリサイクル推進協議会（2009）をもとに、
2008年度の値として表2のように設定した。ただし、国外
へ輸出されている使用済ペットボトルについては、評価が
煩雑になることを避けるため、国内リサイクルの市場への
影響は及ぼさないものと仮定して、本稿では検討の対象外
とした。また、リサイクル目的で回収された使用済ペット
ボトルと競合する使用済製品はないものとして（W = 0）、
②の場合は考慮しないこととした。
　以上の前提条件のもとで、マテリアルリサイクルによる
影響①と③の構成比の推定に必要となる価格弾力性の値を
仮定して、使用済ペットボトル1 kgをクローズドリサイ
クルした場合と、オープンリサイクルした場合のCO2排出
量および化石資源消費量を、それぞれ （10） （11） 式によっ
て評価する。オープンリサイクルの①と③の構成比を推定
するために必要となる値は、W = 0と仮定していることを
考慮すれば、その他（ボトル用以外）のPET樹脂の供給
および需要の価格弾力性 Tη 、 Eη のみであり、両者の比に

よって①と③の構成比は決定される。一般に、需要の価格
弾力性は負の値、供給の価格弾力性は正の値となるが、
個々のケースごとに価格弾力性を推定することは困難であ
り、Ekvall and Weidema（2004）は以下のような単純化し
たアプローチを提示している。
　a） 価格弾力性のデフォルト値を文献から引用する。
　b）  需要と供給の価格弾力性の絶対値が等しい（ TE ηη =− ）

と仮定する。
　c） 需要が完全に非弾力的（ 0=Eη ）と仮定する。
　d） 供給が完全に非弾力的（ 0=Tη ）と仮定する。
　e） 上記の仮定をもとに複数のシナリオを設定する。
　本稿では、日本におけるPET樹脂の価格弾力性につい
ての推計値を得られなかったことから、e） のアプローチ
を採用することとし、 Eη− と  Tη の比に対するCO2排出量お
よび化石資源消費量の変動性を評価した（図7）脚注4）。図
中の横軸の値が0.0の場合がc）、横軸の値が1.0の場合がb） 
に対応する。
　クローズドリサイクルおよび廃棄（焼却発電）について
は、 Tη や Eη の値によらず、CO2排出量および化石資源消
費量は一定である。オープンリサイクルについては、PET
樹脂の需要の価格弾力性がゼロ（ 0=Eη ）の場合、（9） 式
から分かるように、③新たな機能を産出する（何も代替し
ない）オープンリサイクルの構成比はゼロであり、全て新
規樹脂生産を代替することになるため、横軸の値が0.0の
とき、中谷他（2008）の評価結果と一致する。横軸の値が
増えるに従って、③新たな機能を産出するオープンリサイ
クルの構成比が上昇し（ Tη と Eη− の比が1.0のとき54.1%）、
オープンリサイクルによるCO2排出量および化石資源消費
量が増加する。
オープンリサイクルの最終用途が、仮に全て短繊維であれ
ば、 Tη と Eη− の比が1.0までの範囲ではCO2排出量および化
石資源消費量が焼却発電よりも大きくなることはないが、
CO2排出量については Tη と Eη− の比が1.0程度、化石資源消
費量については0.2程度を超えると、クローズドリサイク
ルよりも大きくなる。オープンリサイクルの最終用途が、
仮に全て衣料であれば、 Tη と Eη− の比が0.2 ～ 0.3程度を超
えると焼却発電よりも大きくなる。これは、短繊維から衣
料への紡績・製織・染色・縫製プロセスに投入されるエネ
ルギーが相対的に大きく、③新たな機能を産出するオープ
ンリサイクルの構成比の上昇によるCO2排出量および化石
資源消費量の増加が著しいためである。

［千t］
X リサイクル目的の回収量 245
Y ボトル用PET樹脂にリサイクルされる量 0
Z その他のPET樹脂にリサイクルされる量 245
Y' ボトル用再生PET樹脂の供給量 0
Z' その他の再生PET樹脂の供給量 192
S ボトル用新規PET樹脂の供給量 557
T その他の新規PET樹脂の供給量 1,082
D ボトル用PET樹脂の需要量 557
E その他のPET樹脂の需要量 1,274

表2　使用済ペットボトルの回収・リサイクル量と再生PET樹脂
の供給・需要量

脚 注 4）　ポリエチレン（PE）樹脂に関しては、産業連関表に基づく
1985 年の価格弾力性を推計した事例が存在する（佐々波他 1996）。そ
の推計結果では、国産品需要の自財価格弾力性は −0.147、国産品供給
の価格弾力性は 0.271 であり、この場合の と の比は 0.54 となる。
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　前述した仮定のもとでは、オープンリサイクルした場合
のCO2排出量および化石資源消費量は、図7の「オープン
リサイクル下限」と「オープンリサイクル上限」の間の範
囲に存在し、その範囲の中での位置は、ボトル用以外の
PET樹脂の需要と供給の価格弾力性と、再生樹脂の供給
量Z’がどういった割合で最終用途に利用されたかに依存
する。言い換えれば、オープンリサイクルした場合のCO2

排出量や化石資源消費量は、ボトル用以外のPET樹脂が、
価格の変化に対して需要量が変化しないような用途に利用
されている場合には、クローズドリサイクルや焼却発電よ
りも小さいと言える。一方で、価格の低下（上昇）に対し
て大きく需要量が増加（減少）するような用途に利用され
る割合が高ければ、③新たな機能を産出するオープンリサ
イクルの構成比が上昇して、オープンリサイクルした場合
のCO2排出量や化石資源消費量が増加するとともに、その
下限と上限の差が広がるため、その最終用途の割合を特定
しなければ、市場代替性に基づくLCAの評価結果は大き
な不確実性を伴うものとなる。

5.  まとめ

　本稿では、廃プラスチックのクローズドリサイクルおよ
びオープンリサイクルのLCAによる評価方法を、簡潔な
システム境界の設定という観点から、リサイクルと新規生
産の代替関係別に整理した上で、マテリアルリサイクルの
市場代替性に基づくLCAの枠組みを示した。マテリアル
リサイクルによる影響は、再生原料や新規原料の需要と供
給の価格弾力性に基づいて、①新規原料生産を代替するク
ローズドリサイクルおよびオープンリサイクル、②他製品
のリサイクルを代替するクローズドリサイクルおよびオー
プンリサイクル、および③新たな機能を産出する（何も代
替しない）オープンリサイクルの構成比として定式化され
た。これまでのシステム拡張による評価事例では、暗黙的
にマテリアルリサイクルは新規原料生産を代替するものと
されていたが、本稿で示した枠組みによって、②③の場合

も考慮した評価が可能になった。この枠組みを使用済ペッ
トボトルのリサイクルに関する評価事例に適用して、ク
ローズドリサイクルおよびオープンリサイクルによるCO2

排出量および化石資源消費量を評価した。その結果、ボト
ル用以外のPET樹脂の需要と供給の価格弾力性に依存して、
③新たな機能を産出するオープンリサイクルの構成比が上
昇して、オープンリサイクルがクローズドリサイクルや廃
棄よりもCO2排出量および化石資源消費量が大きくなる可
能性があることが分かった。また、再生樹脂の最終用途の
割合を特定しなければ、市場代替性に基づくLCAの評価
結果は大きな不確実性を伴うものとなることも示された。
　一般に、LCAにおける不確実性や変動性は、パラメータ、
シナリオ、モデルによるものに分類される（Lloyd and 
Ries 2007）。これまでのシステム拡張によるマテリアルリ
サイクルのLCAにおいては、何が代替されるか（何も代
替されないのか）の設定に伴う評価結果の不確実性は、シ
ナリオの不確実性に含まれるものであり、その低減のため
の課題も明確にされていなかった。本稿における市場代替
性に基づくLCAの枠組みは、それを需要と供給の価格弾
力性というパラメータの不確実性に帰着させることによっ
て、今後のマテリアルリサイクルのLCAにおける課題、
すなわち個々のケースごとに価格弾力性を推定するための
方法論の必要性を明確にしたものと言える。
　最後に、3.1. での定式化から分かるとおり、クローズド
リサイクルとオープンリサイクルの本質的な差異は、再生
原料と新規原料を合わせた原料全体の需要量がリサイクル
によって増加するかどうかにある。本稿において仮定した
ように、クローズドリサイクルの場合に原料の需要量が一
定と見なすことができれば、オープンリサイクルが新たな
機能を産出することで環境負荷排出や資源消費を増加させ
る可能性があるのに対して、クローズドリサイクルの方が
環境負荷排出や資源消費を確実に削減できるという意味で
利点があると言える。ただし、新たな機能の産出の肯定的
な側面も考慮する必要があり、環境負荷排出や資源消費の

図7　使用済ペットボトルのクローズドリサイクルとオープンリサイクルによる市場代替性に基づいたCO2排出量および化石資源消費量
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増加とのトレードオフの解釈については、マテリアルリサ
イクルの評価という枠組みを越えて、さらなる検討が必要
である。

（平成22年7月22日受付、平成22年12月7日採択）
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付録

　原料Mの供給量の変化と需要量の変化に関して、Yの変
化に対するSの変化量は、以下のように定式化される。
 YYDS ∆−=∆−∆=∆ αα  （12）
　原料Nの供給量の変化と需要量の変化に関して、Zの変
化に対するT、Eの変化量は、新規原料Nの供給の価格弾
力性 Tη 、原料Nの需要の価格弾力性 Eη を用いて、以下のよ
うに定式化される。

 0
NN

≥
∆
∆

=
VV
TT

Tη  （13）

 0
NN

≤
∆
∆

=
VV
EE

Eη  （14）

 Z
TE
TT

TE

T ∆⋅
−
⋅

=∆
ηη

ηβ
 （15）

 Z
TE
EE

TE

E ∆⋅
−
⋅

=∆
ηη

ηβ
 （16）

　使用済製品Pの回収量の変化分ΔXをクローズドリサイ
クルした場合について、W、Yの変化量は、それぞれの価
格弾力性 Wη 、 Yη を用いて、それぞれ（19）（20）式のよう
に定式化される。（12）式に（20）式を代入することによっ
て、使用済製品Pをクローズドリサイクルした場合の新規
原料Mの供給量の変化ΔSが、ΔXによって（21）式のよう
に定式化される。
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　使用済製品Pの回収量の変化分ΔXをオープンリサイク
ルした場合について、W、Zの変化量は、それぞれの価格
弾力性 Wη 、 Zη を用いて、それぞれ（23）（24）式のように
定式化される。（15）（16）式に（24）式を代入することに
よって、使用済製品Pをオープンリサイクルした場合の新
規原料Nの供給量の変化ΔTおよび原料Nの需要量の変化
ΔEが、ΔXによって（25）（26）式のように定式化される。
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